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極端な豪雨

この数年を振り返ると、強さ（降雨強度）、量

（総雨量）、範囲が極端に大きい雨がしばしば発生

し、これまでの観測記録を更新している。201�年

は、沖縄から北海道まで全国の1�0地点を超える気

象庁の雨量観測点で観測史上１位の時間雨量を上

回る豪雨があり、降雨条件がこれまでより厳しく

なりつつあることを感じさせた。たとえば、この

年の梅雨末期には、山陰、北陸、東北地方のいく

つかの地域は局所的豪雨に見舞われ、土砂災害や

水害が発生した。台風18号は日本上陸直前まで発

達し大型となり、広範囲に豪雨をもたらした結果、

各地に洪水氾濫を発生させた。このとき、201�年

から運用が開始された特別警報が京都府、福井県、

滋賀県に発表された。台風26号は10月中旬に来襲

した大型台風で、伊豆大島に時間雨量100mm/hr を

超える猛烈な雨が数時間継続し、総雨量が800mm

に達した。強さが極めて大きく、量が多い豪雨で

あった。11月上旬には、中心気圧が895ヘクトパ

スカルに達し、中心付近の風速が65m/s、最大瞬

間風速が90m/s と観測史上例を見ない強さに発達

した台風�0号がフィリピンを来襲し、強風・高潮

災害で1,000人を超える死者を出した。

201�年以前では、2009年の台風８号（MORAKOT）

と2011年の台風12号（TALAS）はそれぞれ台湾と

日本に甚大な土砂災害をもたらしたが、これらの

台風に共通しているのは、降雨強度は通常の豪雨

と同程度であるが、進行速度が５～10km/hr と非

常に遅く、広範囲に多量の降雨をもたらしたこと

である。台湾では３日間でおよそ�,000mm、日本で

は2,000mm の降雨がもたらされた観測点もあった。

時間雨量40mm/hr の雨が１日続けば960mm、２日

続けば1,920mm、３日続けば2,880mm となることか

ら想像すると、いかに極端な豪雨であったかがわ

かる。このように、通常の豪雨より降雨強度と総

雨量に関して極端な豪雨の発生が最近よく見られ、

今後の土砂災害対策を考えるうえで想定しなけれ

ばならない典型的な豪雨であると考えられる。

土砂災害の特徴

豪雨が２、３日継続し総雨量が深層崩壊の発生

条件まで達するような場合、土砂災害の危険な状

態が長く続くことになり、緊張状態の中で警戒避

難システムがダメージを受け、最後に深層崩壊が

発生するというプロセスが考えられる。台湾高雄

県小林村における2009年の台風８号による災害は

このようなプロセスで発生し、長く豪雨が続く中、

浸水や土石流などの現象により警戒避難システム

がダメージを受け、その後深層崩壊が発生し天然

ダムが形成され、天然ダムの決壊により大洪水が

発生し、最終的に一つの村が消滅した。この災害

調査では、降雨開始から様々な現象が複合的に影

響して土砂災害が甚大化したことが今後の対策を

考えるうえで重要であることが指摘された。 

伊豆大島の土砂災害を調査すると、広範囲に及

ぶ表層崩壊だけでなく、むしろ斜面の下流域の激

しい侵食と多量の流木の影響が大きいことがわか

る。降雨強度が大きい場合、河川の水位が急激に

増加することで災害の危険性が突然高まるが、数

時間その状態が続くと流量自体も極めて多くなる。

伊豆大島の場合、この結果、流路の樹木が流され、
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地面が大きく侵食され、多量の流木と土砂の流出

によって災害を甚大化させたと考えられる。単な

る斜面の土砂災害ととらえるのではなく、流域全

体の侵食、洪水、流木の問題を総合的に考えなけ

ればならない。また、避難の点からみると、降雨

強度が大きく、降雨開始から数時間で大規模な災

害が発生するような場合、避難行動を準備する時

間が限られ、降雨開始前にこのような極端な豪雨

の発生を予測しなければならない。

このように、豪雨による土砂災害は表層崩壊や土

石流、地すべり、さらには深層崩壊などによって発

生するが、上述したような豪雨の極端化が進めばこ

れまで経験したことからは想定できない規模と特徴

を持った土砂災害が起こる。このことは、深層崩壊

のような稀な大規模現象が発生するという事だけで

なく、降雨の開始から終了後のある時間までの期間

における土砂災害プロセスが従来経験してきたプロ

セスと異なるものが生じるかもしれないという事で

あり、対策もそのことを検討して講じなければなら

ない。警戒避難を基本としたソフト対策では、この

ような現象の複合性をしっかりと議論して、それを

考慮することが肝要であろう。

複合土砂災害の視点

豪雨時に土砂災害を引き起こし、被害を助長す

る現象には、落石、がけ崩れ、渓流からの土砂流

出などの小規模な現象から、表層崩壊、土石流、

護岸の崩落などの中規模な現象、深層崩壊、天然

ダムの決壊による大洪水などの大規模な現象まで

多岐にわたるが、浸水、洪水氾濫、堤防の決壊、

橋梁の流失などの洪水災害も避難行動に影響し土

砂災害の一要因となる。災害を引き起こすこれら

の構成要素は発生機構の相違により時空間的に分

布し規模も異なるが、その時空間的な組み合わせ

によっては災害の規模は大きく異なる。また、ソ

フト対策で重要視すべきキーとなる現象がこの中

にあるので、一連の災害プロセスを正しく認識し

なければ避難のタイミングを逸してしまい、背後

で起こるかもしれない深層崩壊の危険にさらされ

ることになる。

土砂災害に対する対策

想定を超えるような極端な豪雨による大規模土

砂災害に対して、これまで築いてきたハード対策

とソフト対策がどの程度有効であるかは重要な問

題である。ハード対策はある計画規模を対象にし

ているのでそれを超える現象に対しては十分に機

能することが難しい。しかし、極端な豪雨による

大規模土砂災害に対しては避難を前提にした対策

が基本であるとすれば、避難時間をなるべく長く

することのできる中小規模の現象に対するハード

対策は有効である。これにより、深層崩壊の前に

より安全に広域避難を行うことができる。しかし、

避難に代表されるソフト対策は、降雨強度と土壌

雨量指数の平面上で降雨の状況が発生限界線を超

えるかどうかで土砂災害を予測して行われるが、

複雑なプロセスの大規模土砂災害に対して的確な

避難情報を提供できるようにしなければならない。 

最近の土砂災害の大規模化に対して土砂災害対策

は変わりつつある。201�年台風18号で出された大雨

特別警報は住民に危機を認識させるうえで重要であ

る。また、自助、公助、共助という考え方も防災の

基礎として不可欠である。しかし、極端な豪雨によ

る大規模土砂災害に対しては、過去に経験したこと

のないような状況下で大規模な土砂移動現象が発生

する危険性が高くなり、どのようなことが起こるか

想定できない大規模土砂災害に対しては、通常の自

助、公助、共助では対応が不可能になる状況も起こ

りうる。大雨特別警報は、想定を超える現象の発生

を警告するものであるが、発令の時期が問題である。

少なくとも中小規模の現象によって避難が困難なと

きに発令されても、家屋での垂直避難などの行動を

とるのが精一杯となり、背後で深層崩壊が起これば

対処の仕様もなくなる。大規模土砂災害のとき発生

する複合的な土砂移動現象を経験と知識に基づいた

豊かな想像力で予想し、適切な情報を地域行政、住

民に知らせるような官の主導的な対策が必要ではな

いかと感じる。
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